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1. 15年 3月期の業績（平成14年 4月 1日～平成15年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 3月期      104,943    △4.3         698－          982－

14年 3月期      109,634   △10.1      △1,964－       △3,095－

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益
百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

15年 3月期       △5,245－         △39.52     △5.5      0.6     0.9

14年 3月期       △4,804－         △35.29 －     △4.8    △1.7    △2.8

(注 )1.期中平均株式数 15年 3月期    132,725,015株 14年 3月期    136,150,991株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況
1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末
円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

15年 3月期           4.00          2.00          2.00         527      0.6

14年 3月期           4.00          2.00          2.00         542－      0.6

(注 )15年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭

( 3 )財政状態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
15年 3月期      157,764      91,441     58.0         698.55

14年 3月期      178,006      98,007     55.1         725.58

(注 )1.期末発行済株式数 15年 3月期    130,900,899株 14年 3月期    135,074,908株
2.期末自己株式数 15年 3月期      3,084,009株 14年 3月期          4,743株

2. 16年 3月期の業績予想 （平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       33,000      △1,900      △1,100          2.00－ －

通 期       87,000         800         400－           2.00          4.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           3円 06銭

　 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て し て 表 示 し て お り ま す 。 業 績 予 想 は 現 時 点 で 入 手 可 能 な 情 報
に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の 業 績 は 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 場 合 が あ り ま
す 。



比 較 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

資 産 の 部 負 債 お よ び 資 本 の 部

期 別 第 1 0 7 期 第 1 0 6 期 期 別 第 1 0 7 期 第 1 0 6 期
比較増減 比較増減

科 目 科 目15.3.31現在 14.3.31現在 15.3.31現在 14.3.31現在

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 ) 79,998157,764 178,006 △ 20,241 66,323 △ 13,675
流 動 資 産 流 動 負 債 56,98878,704 102,243 △ 23,539 52,623 △ 4,365

現 金 及 び 預 金 支 払 手 形12,850 18,074 △ 5,224 7,757 9,183 △ 1,425
関 係 会 社 預 け 金 買 掛 金 21,3571,000 - 1,000 18,466 △ 2,890
受 取 手 形 短 期 借 入 金16,156 28,683 △ 12,526 4,081 3,520 560
売 24,073 22,089 1,983 6,400 3,500 2,900掛 金 一年以内償還予定社債
有 価 証 券 2,157 1,657 500 - 301 △ 301一年以内償還予定転換社債

製 品 7,052 8,455 △ 1,402 一年以内償還予定

原 材 料 338 395 △ 56 2,734 - 2,734新株引受権付社債

仕 掛 品 未 払 金9,784 16,353 △ 6,568 1,962 1,553 409
貯 蔵 品 未 払 法 人 税 等875 985 △ 110 68 31 37
前 渡 金 未 払 費 用 2,956405 427 △ 22 2,706 △ 249
前 払 費 用 前 受 金 10,419761 761 0 5,717 △ 4,701
繰 延 税 金 資 産 預 り 金 1,881247 471 △ 223 1,626 △ 254
営 業 外 受 取 手 形 1,293 2,314 △ 1,020 1,030 △ 650賞 与 引 当 金 1,680
そ の 他 設 備 支 払 手 形2,021 1,677 343 39 555 △ 516
貸 倒 引 当 金 そ の 他△ 313 △ 102 △ 211 32 49 △ 16

固 定 資 産 固 定 負 債 23,01079,060 75,762 3,298 13,700 △ 9,310
有形固定資産 社 債 6,50046,662 48,719 △ 2,056 - △ 6,500
建 物 転 換 社 債 5,1488,787 9,279 △ 492 5,148 -
構 築 物 新株引受権付社債 2,7341,369 1,590 △ 220 - △ 2,734
機 械 及 び 装 置 長 期 借 入 金 4139,235 10,853 △ 1,617 2,484 2,071
車 両 及 び 運 搬 具 退職 給 付 引 当 金33 44 △ 10 5,819 7,867 △ 2,047
工 具 器 具 備 品 役員退職慰労引当金814 1,030 △ 215 248 347 △ 99
土 地 25,582 25,532 50
建 設 仮 勘 定 840 389 450

無形固定資産 253 370 △ 117
ソ フ ト ウ ェ ア 204 320 △ 116 91,441 98,007 △ 6,566( 資 本 の 部 )
施 設 利 用 権 11 12 △ 0 資 本 金 31,186 31,186 -
そ の 他 36 37 △ 0 資本剰余金 28,714 28,950 △ 235

投 資 等 32,144 26,671 5,472 資 本 準 備 金 28,714 28,950 △ 235
投 資 有 価 証 券 15,609 13,141 2,468 利益剰余金 32,090 37,871 △ 5,781
関 係 会 社 株 式 4,549 4,183 365 利 益 準 備 金 2,576 2,576 -
出 資 金 3 4 △ 0 2,530 2,669 △ 139固定資産圧縮積立金
長 期 貸 付 金 318 982 △ 664 別 途 積 立 金 31,946 36,546 △ 4,600
長 期 前 払 費 用 60 89 △ 28 当 期 未 処 理 損 失 4,962 3,920 1,041
繰 延 税 金 資 産 9,335 5,887 3,448 (うち当期純損失) (5,245) ( 4,804) (440)
そ の 他 4,310 2,690 1,620 △ 15 △ 0 △ 15その他有価証券評価差額金
貸 倒 引 当 金 △ 2,044 △ 307 △ 1,736 自 己 株 式 △ 534 △ 1 △ 533

合 計 合 計157,764 178,006 △ 20,241 157,764 178,006 △20,241

－１４－



比 較 損 益 計 算 書
（単位：百万円）

期 別 第１０７期 第１０６期
比 較 増 減科 目 14.4.1 ～ 15.3.31 13.4.1 ～ 14.3.31

営
経 売 上 高 １０４，９４３ １０９，６３４ △ ４，６９０

業
常 売 上 原 価 ８６，５３４ ８９，３８０ △ ２，８４５

損
損 販売費及び一般管理費 １７，７１０ ２２，２１８ △ ４，５０７

益
益

の 営 業 利 益 ６９８ － ６９８
の

部 営 業 損 失 － １，９６４ △ １，９６４
部

営
業 営 業 外 収 益 １，６７１ １，１０４ ５６７
外 受取利息及び配当金 （ ７７３） （ ５６１） （ ２１２）
損 その他の営業外収益 （ ８９７） （ ５４２） （ ３５５）
益
の 営 業 外 費 用 １，３８７ ２，２３５ △ ８４８
部 支 払 利 息 （ ４３６） （ ５７３） （△ １３７）

その他の営業外費用 （ ９５１） （ １，６６２） （△ ７１０）

経 常 利 益 ９８２ － ９８２

経 常 損 失 － ３，０９５ △３，０９５

特 特 別 利 益 ２１６ ２，８６３ △２，６４７
前 期 損 益 修 正 益 （ ２） （ ７） （△ ４）

別 土 地 売 却 益 （ １２２） （ ２，１７２） （△２，０５０）
建 物 売 却 益 （ －） （ ３） （△ ３）

損 投資有価証券売却益 （ ９１） （ ６８０） （△ ５８９）

益 特 別 損 失 ９，６３３ ７，８７２ １，７６０
投資有価証券売却損 （ －） （ ６） （△ ６）

の 投資有価証券等評価損 （ ２，０６６） （ ２，８４４） （△ ７７８）
退職給付会計基準

部 変更時差異 （ １，２５０） （ １，２５０） （ －）
早 期 退 職 加 算 金 （ ３，３４２） （ １，４５８） （ １，８８４）
貸 倒 引 当 金 繰 入 （ １，６５７） （ －） （ １，６５７）
事 業 再 編 損 失 （ ７３３） （ １，５５２） （△ ８１８）
そ の 他 （ ５８２） （ ７６０） （△ １７８）

税 引 前 当 期 純 損 失 ８，４３４ ８，１０４ ３２９

法人税、住民税及び事業税 ２４ １９８ △ １７３
法 人 税 等 調 整 額 △ ３，２１３ △ ３，４９８ ２８４
当 期 純 損 失 ５，２４５ ４，８０４ ４４０
前 期 繰 越 利 益 ５４８ １，１５６ △ ６０７
中 間 配 当 額 ２６５ ２７１ △ ６

当 期 未 処 理 損 失 ４，９６２ ３，９２０ １，０４１

－１５－



重 要 な 会 計 方 針

１．有価証券の評価基準及び評価方法
そ の 他 有 価 証 券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法により算定している。

時価のないもの 移動平均法による原価法
関 係 会 社 株 式 移動平均法による原価法

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
製 品 ・ 仕 掛 品 総平均法および個別法による原価法
原 材 料 ・ 貯 蔵 品 移動平均法による原価法

３．固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産 定率法を採用している。ただし、平成１０年４月以降取得した建物（建物附

属設備を除く）については定額法、取得価額１０万円以上２０万円未満の少
額減価償却資産については、３年間の均等償却。

無 形 固 定 資 産 定額法を採用している。なお、自社利用のソフトウェアについては社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法。

４．引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒による損失に備え、一般債権については貸倒実績率等により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上している。

賞 与 引 当 金 従業員に対する賞与支給に備え、賞与支給見込額を計上している。

退 職 給 付 引 当 金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して
いる。なお、退職給付会計適用に伴う変更時差異（△3,752百万円）について
は、３年による按分額を費用処理している。
また、数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上している。

５．収益及び費用の計上基準
請負工事の収益計上は、工事完成基準によっているが、長期大型工事（工期２年以上かつ請負金額１０億円
以上）については、工事進行基準を採用している。

６．リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

７．消費税等の処理の方法は税抜方式によっている。

８．税効果会計を適用している。
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は以下のとおりとなっている。

繰延税金資産
退職給付引当金損金算入限度超過額 3,764百万円
賞与引当金損金算入限度超過額 344百万円
税務上の繰越欠損金 6,370百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額 507百万円
その他 590百万円

繰延税金資産合計 11,576百万円
繰延税金負債

固定資産圧縮積立金 △ 1,730百万円
未収配当金 △ 252百万円
その他 △ 11百万円

繰延税金負債合計 △ 1,993百万円
繰延税金資産の純額 9,583百万円

－１６－



［ 注 記 事 項 ］
(貸借対照表関係)

１． 有形固定資産の減価償却累計額 63,405百万円 (前期 63,148百万円）

２． 保 証 債 務 18,341百万円 (前期 4,027百万円）

３． 自 己 株 式 消 却 資本準備金による消却株式数 1,090,000株 株式の取得価額の総額 235百万円

４． 期 末 日 満 期 手 形 期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。
なお、前事業年度の末日は金融機関の休日であったため、次の満期手形が前事業
年度末残高に含まれている。

受 取 手 形 - 百万円（前期 4,710百万円）
支 払 手 形 - 百万円（前期 2,075百万円）
設備支払手形 - 百万円（前期 5百万円）

(損益計算書関係)
１．有形固定資産減価償却実施額 3,169百万円（前期 3,730百万円）

［ ］リース取引関係
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
① リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

取得価額相当額 384百万円（前期 377百万円）
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額 192百万円（前期 175百万円）
期 末 残 高 相 当 額 191百万円（前期 202百万円）

※ 上記金額のうち、主なものは「工具器具備品」である。
② 未経過リース料期末残高相当額

1年以内 68百万円（前期 71百万円)
1 年 超 122百万円（前期 131百万円)
合 計 191百万円（前期 202百万円)

(注) 取得価額相当額及び未経過リース料期末残高相当額は､財務諸表等規則第8条の6第2項の規定
に基づき、支払利子込み法によっている。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 73百万円（前期 118百万円)
減 価 償 却 費 相 当 額 73百万円（前期 118百万円）

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

－１７－



比 較 利 益 処 分 案

（単位：百万円）

第１０７期 第１０６期
項 目

（１４年４月～１５年３月） （１３年４月～１４年３月）

当 期 未 処 理 損 失 ４，９６２ ３，９２０

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額 ８４ １３９

別 途 積 立 金 取 崩 額 ５，８００ ４，６００

合 計 ９２２ ８１８

利 益 処 分 額

利 益 配 当 金 ２６１ ２７０

(1株につき２円) (1株につき２円)

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ４３ －

合 計 ３０５ ２７０

次 期 繰 越 金 ６１６ ５４８

－１８－
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１．製品別売上高・受注高・受注残高比較表

（単位：百万円・％）

期 別 当 期 実 績 前 期 実 績
１４．４．１～１５．３．３１ １３．４．１～１４．３．３１ 比 較 増 減

項 目 金 額 構 成 率 金 額 構 成 率 金 額 増 減 率

売 上 高 １０４，９４３ １００．０ １０９，６３４ １００．０ △ ４，６９０ △ ４．３

鉄 管 ２６，７８０ ２５．５ ３０，１３９ ２７．５ △ ３，３５９ △ １１．１
機 械 ２５，８０６ ２４．６ ２０，８７８ １９．０ ４，９２８ ２３．６

鉄 構 ２１，４９６ ２０．５ １９，６８３ １８．０ １，８１２ ９．２
建 材 １２，９１２ １２．３ １３，６０７ １２．４ △ ６９４ △ ５．１
バ ル ブ １１，７５６ １１．２ １２，４９９ １１．４ △ ７４３ △ ５．９
土 木 工 事 ４，５４０ ４．３ ５，３８９ ４．９ △ ８４９ △ １５．８

新規事業その他 １，６５１ １．６ ７，４３６ ６．８ △ ５，７８４ △ ７７．８

受 注 高 ８４，０２１ １００．０ １１２，０８８ １００．０ △２８，０６７ △ ２５．０

鉄 管 ２６，８３３ ３１．９ ２６，６３９ ２３．８ １９４ ０．７
機 械 １４，１０７ １６．８ ２６，８２９ ２３．９ △１２，７２２ △ ４７．４

鉄 構 １５，５５４ １８．５ ２０，００６ １７．８ △ ４，４５２ △ ２２．３
建 材 １２，２６０ １４．６ １４，３１４ １２．８ △ ２，０５４ △ １４．４
バ ル ブ １０，８９０ １３．０ １２，４１１ １１．１ △ １，５２１ △ １２．３
土 木 工 事 ２，６２８ ３．１ ５，００１ ４．５ △ ２，３７３ △ ４７．５

新規事業その他 １，７４６ ２．１ ６，８８４ ６．１ △ ５，１３７ △ ７４．６

受 注 残 高 ４６，４０１ １００．０ ６７，３２３ １００．０ △２０，９２２ △ ３１．１

鉄 管 ４，１６０ ９．０ ４，１０６ ６．１ ５３ １．３
機 械 １０，２８８ ２２．２ ２１，９８７ ３２．７ △１１，６９８ △ ５３．２

鉄 構 ２３，３１９ ５０．３ ２９，２６１ ４３．５ △ ５，９４２ △ ２０．３
建 材 １，７０９ ３．７ ２，３６１ ３．５ △ ６５２ △ ２７．６
バ ル ブ ５，１８４ １１．２ ６，０５０ ９．０ △ ８６６ △ １４．３
土 木 工 事 １，２２５ ２．５ ３，１３７ ４．７ △ １，９１２ △ ６０．９

新規事業その他 ５１４ １．１ ４１８ ０．５ ９５ ２２．８

－１９－
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２．通期業績予想 (単位：百万円)
連 結 単 体

１４年３月 １５年３月 １６年３月計画 １４年３月 １５年３月 １６年３月計画

売  上  高 119,795 123,128 107,000 109,634 104,943 87,000

前年度比(%) -9.4% 2.8% -13.1% -10.1% -4.3% -17.1%

営業利益 -1,298 2,227 1,900 -1,964 698 500

前年度比(%) 　－ 　－ -14.7% 　－ 　－ -28.4%

経常利益 -2,925 850 1,200 -3,095 982 800

前年度比(%) 　－ 　－ 41.2% 　－ 　－ -18.5%

当期利益 -5,586 -5,372 600 -4,804 -5,245 400

前年度比(%) - - - 　－ 　－ 　－

営業利益率(%) -1.1% 1.8% 1.8% -1.8% 0.7% 0.6%

経常利益率(%) -2.4% 0.7% 1.1% -2.8% 0.9% 0.9%

当期利益率(%) -4.7% -4.4% 0.6% -4.4% -5.0% 0.5%

１株当たり当期利益(円)  △41.03 △40.48 4.58 △35.29 △39.52 3.06

３．セグメント別売上・営業利益 (単位：百万円)

１４年３月 １５年３月 １６年３月計画

売 上 高

　　鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品 54,943 46,278 47,000

　　鋼製構造物・機械製品及び関連製品 55,398 66,210 50,000

　　その他製品 9,453 10,639 10,000

合　　　計 119,795 123,128 107,000

営業利益

　　鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品 14 -54 1,000

　　鋼製構造物・機械製品及び関連製品 -618 2,144 200

　　その他製品 -694 661 700

　　消去又は全社 -524

合　　　計 -1,298 2,227 1,900
 注：セグメント構成部門
 　　　　 鉄鋼・鋳鋼製品及び関連製品　　　　　： 鉄管部門、バルブ部門、鋳物部門、土木工事部門
 　　　　 鋼製構造物・機械製品及び関連製品 ： 鉄構部門、機械部門、建材部門
 　　　　 その他製品　　　　　　　　　　　　　　　　 ： 化成品部門、その他部門

４．設備投資・減価償却費 (単位：百万円)

連 結 単 体

１４年３月 １５年３月 １６年３月計画 １４年３月 １５年３月 １６年３月計画

　設備投資（工事ベース） 4,258 2,132 2,100 3,145 1,799 1,800

　有形固定資産減価償却費 4,420 3,545 3,000 3,730 3,169 2,600

－２０－
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５．特別損益明細 (単位：百万円)

連 結 単 体

１４年３月 １５年３月 １６年３月計画 １４年３月 １５年３月 １６年３月計画

　前期損益修正益 47 17 0 7 2 0
　土地売却益 1,529 905 0 2,172 122 0
　有価証券売却益 680 91 150 680 91 150
　そ　の　他 0 0 0 3 0 0

特 別 利 益 計 2,256 1,014 150 2,863 216 150
　退職給付債務積立不足償却 1,386 1,387 0 1,251 1,251 0
　有価証券等評価損 2,865 2,070 0 2,844 2,066 0
　早期退職加算金 1,458 3,360 0 1,458 3,342 0
　事業再編損失 1,552 733 0 1,552 733 0
　貸倒引当金繰入 1,657 0 0 1,657 0
　そ　の　他 958 705 150 767 582 150

特 別 損 失 計 8,221 9,914 150 7,872 9,633 150
特 別 損 益 計 -5,964 -8,900 0 -5,009 -9,416 0

－２１－



役員等異動 (平成１５年６月２７日付）

〈 〉新任取締役

（新） （氏 名） （現）

・取締役 総合調整室長 岩谷 明次 執行役員 建材事業部長

関係会社担当

・取締役 事業企画室副室長 園 恭輔 機械事業部 環境ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ部

研究開発ｾﾝﾀｰ・技術・ 技術本部長

開発・設備担当

〈 退任取締役 〉

(新) （氏 名） （現）

・ 石倉 正勝 常務取締役 総合調整室長ーーーーー

鉄管・関係会社担当

６月３０日付 栗本建設工業株式会社 代表取締役社長就任予定

〈 取締役の異動 〉

（新） （氏 名） （現）

・取締役 東北支店長 江村 利次 取締役・執行役員 鉄管事業部長

〈 新任監査役 〉

（新） （氏 名） （現）

・監査役（非常勤）社外監査役 加藤 佳年 近藤産業株式会社 顧問

〈 退任監査役 〉

（新） （氏 名） （現）

・顧 問 平海 正敏 監査役（常勤）社外監査役

〈 〉その他重要人事

（新） （氏 名） （現）

・常務執行役員 ﾊﾞﾙﾌﾞ事業部長 川端 保男 執行役員 ﾊﾞﾙﾌﾞ事業部長

・常務執行役員 技術担当 金森 信夫 執行役員 技術担当

・常務執行役員 鉄管事業部長 蔵本 浩次 東北支店長

・執行役員 技術担当 齊藤 和彦 顧問

・執行役員 建材事業部長 天谷 光郎 建材事業部 営業統括部

西部営業部長

以 上


